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全体概要
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研究開発の位置づけ
-ネットワーキングがもたらす豊かな社会を

実現するためのドライビングフォース-

新市場の創出

研究開発のポイント
-次世代ＢＢ実現に向け肝と
なる３要素のＲ＆Ｄに注力-

具体的な研究開発テーマ
-現状の課題、技術革新を踏まえた３本柱-

大容量性、柔軟性を備え

たＮＷアーキテクチャ

（体型、体格、体力）

Ｅｎｄ間での

ＮＷ品質保証

（血管系、神経系）

モニタリングと

ＮＷ制御

（五感と運動能力）

現状ネットワークを取り巻く課題 高品質、高信頼、
柔軟性が不十分

（１）分散バックボーン構築技術に関す
る研究開発

（２）複数事業者間の品質保証技術に
関する研究開発

（３）異常トラヒックの検出・制御技術
に関する研究開発

次世代ＢＢの
研究開発

１．次世代バックボーンに関する研究開発 概念図

高品質、高信頼、
柔軟性が不十分インターネット通信量の急

増による容量不足サーバ攻撃、災害等に対
する堅牢性が不十分

トラヒック交換の
東京一極集中
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エ：分散型バックボーンノード自律的再構成技術
分散バックボーンの拡張性および信頼性を向上させる。

物理設計

:物理設計

:論理設計

:ノード

拡張性及び信頼性の向上

トラヒック情報
トポロジー情報

ノード/リンク

トラヒック情報
トポロジー情報

ウ：分散バックボーン構築技術

分散バックボーン構築のため、高信頼な
大容量ノードを開発する

ウ：分散型バックボーン容量拡張技術
分散バックボーン構築のため、高信頼な大容量ノー
ド構成技術を開発する。

論理設計

ア：地域間トラヒック交換管理技術
分散バックボーン構築のための
物理設計を行う。

イ：分散型バックボーン高信頼化技術
分散バックボーン構築のための
論理設計を行う。

２．課題（１）全体概要図
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事業者他事業者 他事業者
①NW品質解析ｻｰﾊﾞ
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⑥ｵｰﾊﾞﾚｲ中継ﾉｰﾄﾞ

VoIP

放送 UDP

IPv4

IPv6

高レイヤ
フィルタ

メタ情報に従って
データ（パケット）を処理

放送

VoIP

Data系
(HTTP/Web)

放送

VoIP

Data系
(HTTP/Web)

⑥ｵｰﾊﾞﾚｲ中継ﾉｰﾄﾞ

集約された品質情報交換 集約された品質情報交換

ア）品質情報の複数事業者間
流通技術に関する研究開発

⑧ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ制御機能の開発(SW)

モジュール・リポジトリ

機能ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄのﾒﾀ情報を導入

ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ毎に機能・依存関係などを
示すﾒﾀ情報を普遍的なﾀｸﾞ形式で定義

Data系(HTTP/Web)
⑨高信頼経路制御ﾌﾟﾛﾄｺﾙｿﾌﾄｳｪｱ開発

③ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｱｳｪｱ
計測ｴｰｼﾞｪﾝﾄ

②NW品質計測ｻｰﾊﾞ イ）上位レイヤを考慮したセッション間
品質計測・制御技術に関する研究開発

ウ）新たなアプリケーションの
登場等に適応可能な品質制御基

盤技術に関する研究開発

③ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｱｳｪｱ
計測ﾉｰﾄﾞ

３．課題（２）全体概要図
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ISP2
ISP1

攻撃対象サーバ

企業など

踏み台サーバ

ユーザ

踏み台サーバ

×

×

トラヒック
監視

検出エンジン

オペレーション
システム(ISP1)

検出エンジン

オペレーション
システム(ISP2)

分析検出

情報集約装置

課題（３）－ア
大規模トラヒック監視

課題（３）－イ
異常トラヒック分析

課題（３）－ウ
異常トラヒック制御

●構成イメージ

異常トラヒックを検出・制御するアーキテクチャとして、3つのサブゴールに取り組む

Probe

Probe

Probe

４．課題（３） 全体概要図

ネットワーク
制御装置

ルータ
制御装置

ネットワーク
制御装置

トラヒック
監視装置

トラヒック
制御

トラヒック
制御

トラヒック
監視

トラヒック
監視装置
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「次世代バックボーンに関する研究開発」の具体的技術課題の研究を5社にて効率的な研究開発を推進中

NTTコミュニケーションズ株式会社
【代表研究機関】

日本電信電話株式会社

東日本電信電話株式会社

日本電気株式会社

株式会社 日立製作所

（１）分散バックボーン構築技術に関する研究開発

ア）地域間トラヒック交換管理技術に関する研究開発（NTT,NTT東日本,NTTCom）
平成19年度にて完了

イ）分散型バックボーン高信頼化技術に関する研究開発（NTT,NTT東日本,NTTCom）

ウ）分散型バックボーン容量拡張技術に関する研究開発（NEC,日立）

エ）分散型バックボーンノード自律再構成技術に関する研究開発（NTT.NTTCom,NEC）
平成20年度にて完了

体制 課題分担

（２）複数事業者間の品質保証技術に関する研究開発

ア）品質情報の複数事業者間流通技術に関する研究開発（NEC）

イ）上位レイヤを考慮したセッション間品質計測・制御技術に関する研究開発（NEC）

ウ）新たなアプリケーションの登場等に適応可能な品質制御基盤技術に関する研究開発（NEC）
平成20年度にて完了

（３）異常トラヒックの検出・制御技術に関する研究開発

ア）大規模トラヒック監視技術に関する研究開発（NTT,日立,NEC）

イ）異常トラヒックの検出・分析技術の高度化に関する研究開発（NTT,NEC）
平成20年度にて完了

ウ）異常トラヒックの制御技術の高度化に関する研究開発（NTT,日立）

５．研究体制と課題分担
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６．研究実施計画

H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度

次世代バックボーンに
関する研究開発

（１）
分散バックボーン構築
技術に関する研究開発

（２）
複数事業者間の品質保証
技術に関する研究開発

（３）
異常トラヒックの検出・制御
技術に関する研究開発

アルゴリズム,パラメータの検討,基本機能開発

アルゴリズム,パラメータの検討,基本機能開発

アルゴリズム組込,評価

アルゴリズム組込,評価

一架3Tbpsノード検証・試作,40G-I/F試作

基本アーキテクチャ検討,基本システム試作 応用システム試作,ノード実装,評価

基礎研究・シミュレーション・評価 テストベット構築による実用性評価

調査・基礎研究 シミュレーション・評価 実用性評価

方式検討・試作 実用性評価・相互連携検証

基礎研究・10Gエンジン技術開発・実証 応用研究・40Gエンジン技術開発・実証

実証・商用品質基礎研究・システム統合

方式検討,アーキテクチャ開発 評価

（ア）

（イ）

（ウ）

（エ）

（ア）

（イ）

（ウ）

（ア）

（イ）

（ウ）

基礎研究,基礎技術確立
研究成果の相互連携・相互利用

実用化技術確立
総合検証,評価

テストベッド環境構築

テストベッドによる総合検証

分散仮想化ノード構成技術開発・評価
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７．対外発表等の目標/実績

H20年度

目標 実績

特許取得数 15 3

特許出願数 19 65

論文掲載数 8 0

研究発表数（口頭）
18

27

研究発表数（誌上） 9

報道発表数 2 8

国際標準提案数 - 9

受賞数 - 0

国内・海外における成果件数
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個別研究成果
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Ｈ２０年度研究成果（目標達成度）

【達成状況】 予定通り
・「障害検知」「障害部位特定」「影響範囲特定」「迂回経路設計」「装置設定」の一連機能完成
・「経路設計」機能の拡張：エリア分けによるスケーラビリティ向上

：IPv6ネットワーク、論理マルチポイント（Ｐ２ＭＰ）パス、経路非指定パスへの対応

（１）分散バックボーン構築技術に関する研究開発
イ）分散型バックボーン高信頼化技術に関する研究開発（担当：東日本電信電話、NTTコミュニケーションズ）

【年次目標】：障害検知～復旧までの処理を自動化するための一連機能の完成

広域バックボーン

障害部位特定

シミュレート条件 ＜イ－１＞ NTT Com
障害部位の
特定アルゴリズム

＜イ－２＞ 日本電信電話
障害の
復旧アルゴリズム

＜イ－３(b)＞ NTT Com
シミュレーション技術、

ネットワーク制御技術

障害部位

優先順位やリソース利用状況に
応じた最適パスをシミュレート

結果を順次NWに反映

＜イ－３(a)＞ 東日本電信電話
シミュレーションのための
入出力条件

構成情報

実運用を念頭においた入出力条件の決定

・一連の全機能完成
・経路設計機能の拡張
-エリア分け
-P2MPパス
-IPv6
-経路非指定パス

処理時間の短縮

ｲ-1 障害部位の特定アルゴリズムを完成し、総合的な機
能および結果の確認を行う (NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ)

ｲ-3 a） 入出力条件の決定 (東日本電信電話)

b） アルゴリズムを含む一連機能の組み込み、及び経路設計機能
のスケーラビリティを向上したシステムのプロトタイプ製造を行
い、機能の確認及び評価を実施 (NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ)

ｲ-2
a,b

当初計画通りH19年度に研究開発を完了

(日本電信電話)

目的：大規模障害発生時に故障影響範囲等を特定し、2時間以内に最適なネットワークに再構成することを実現する。



12

【年次目標】

（ｳ-1）複数筐体に跨って、ハードウェア連携仮想マシンマイグレーションを利用した仮想ノードを構成するためのバックプレーン仮想化エンジン技
術の高速化を実現するとともに、I/Oモジュールの複数CPUカードからのシェアの方式を検討する（Ｈ２０年度より課題１－エ－２を統合して
実施） （日本電気）

（ｳ-2）Ｈ１９年度で研究開発終了（日本電気）
（ｳ-3）Ｈ１９年度の単体評価に基づき、QoS制御システム、リソース管理システムを連携動作させ、システム評価を実施した。また、グローバルアド

レス／プライベートアドレス混在を模擬した環境を構築し、アドレス変換機能のシステム評価を行った。 （日立製作所）

（１）分散バックボーン構築技術に関する研究開発
ウ）分散型バックボーン容量拡張技術に関する研究開発 （担当：日本電気、日立製作所）

複数筐体に跨って、ハードウェア連携仮想マシン マイグレーショ
ンを利用した仮想ノードを構成するためのバックプレーン仮想化
エンジン技術の高速化を実現。I/Oモジュールの複数CPUカード
からのシェアの方式も検討中。機能仕様完成。

大容量
切り替え
スイッチ

TDM 波長INF

TDM

波長INF

TDM

波長INF
TDM
TDM

TDM
TDM

XFP

ノード
インタ
フェース
終端

課題１－ウ－２
Ｈ１９年度で
研究開発終了

Ｈ２０年度研究成果（目標達成度）
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PCI-SIG最後
の試験合格の瞬間

 PCI-SIG PCIe 2.0 Switch規格準拠で、３つの新しい世界初を実証
①Ethernet Switch経由でPCIe Switchを構成（スケーラブルで高信頼）
②I/OをEthernet上に遠隔配置できる（高拡張：箱＆ボードに縛られないシステム）

（PCIe timeout max:RTT50msで、光直結なら約5000km先にI/Oを置ける）
③動的再構成が可能（柔軟性：システムを後から構成変更できる）

【試験結果】
PCI-SIG Gold ：5/5    :100% Pass
Interoperability ：47/48：98% Pass

（1件は相手PHYとリンクUpせず）

１．グローバルアドレス／プライベートアドレスが混在する複数網
間を想定し、QoS制御システムとリソース管理システムを連携動
作させたシステムを構築し動作確認および評価を行った。

２．グローバルアドレス／プライベートアドレス混在環境における
アドレス変換機能を試作し、基本機能の確認および性能評価を
行った。

課題１－ウ）－１ （担当：日本電気） 課題１－ウ）－３ （担当：日立製作所）

目的：バックプレーン仮想化技術開発と仮想マシン技術拡張の連携で分散仮想ノード構成技術の確立（日本電気）
グローバルアドレス／プライベートアドレスが混在する複数網間連携でのQoS技術の確立（日立製作所）
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（１）分散バックボーン構築技術に関する研究開発
エ）分散型バックボーンノード自律的再構成技術に関する研究開発 （担当：日本電気）

【年次目標】

（ｴ-1-a,b）Ｈ１９年度に前倒しでプロトタイプの相互接続検証を実施し評価を完了したため、Ｈ２０年度の実施計画なし（NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ、日本電信電話）

（ｴ-2）Ｈ２０年度より課題１－ウ－１に統合して実施 （日本電気）

（ｴ-3）拡張RPR高速障害回復方式において、リング拡張部高信頼接続方式の実用化に向け、装置への機能組み込みのための基本検討
と、その核となる機能の実装設計と高速障害回復性能実証を行う （日本電気）

Ｈ２０年度研究成果（目標達成度）

【達成状況】
（ｴ-3）イーサネット経路制御部と連携したリング拡張部障害回復方式を実用化装置へ機能実装し、高速障害回復性能の

実証を完了 （日本電気）

エ－２
リソース

DB

完了通知 装置指定

資源情報
管理用PC

装置指定

仮想化モジュール
ソフトウェア

管理者
設定完了通知ノード

資源
管理

課題１－エ－２

Ｈ２０年度より課題１－ウ－１
に統合して実施

エ－１

エ－３

実トランスポートプレーン
イーサネット連携技術開発

10G高信頼転送

実用プロトタイプ
装置への実装設計

コントロールプレーン

パス要求

マネジメントプレーン
経路計算要求/応答

NMS

PCE

パス設定指示
パス情報収集等

課題１－エ－１
Ｈ１９年度で研究開発終了

リング拡張部障害回復方式開発
•イーサネット経路制御との連携における課題抽出、技術開発

•核となるリング拡張部高信頼接続機能の実用プロトタイプ装置へ
の実装設計
•高速障害回復性能実証（←前倒しのため追加）

前倒しのため「高速障害回復性能実証」
を追加

10G高信頼転送

目的：分散型バックボーンにおいて多様かつ高信頼なサービス提供を実現するため、リング拡張部高信頼接続方式を実用化装置に適用し、
性能要件を実証することで高速な障害回復技術を確立する
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【年次目標】
（ｱ-1）ネットワーク内部状態推定と品質情報集約の統合方式の確立 （日本電気）
（ｱ-2）ネットワーク内部推定技術で得られたデータに基づいて、ネットワーク境界点間の品質情報へ集約、事業者間で交換を

行う方式をソフトウェアで実現する （日本電気）

（２）複数事業者間の品質保証技術に関する研究開発
ア）複数事業者間品質情報流通技術に関する研究開発 （担当：日本電気）

品質情報の分解処理 情報交換システムの構成

【達成状況】

・ネットワーク内部状態推定システムと品質情報を統合する際に、品質情報の分解処理を加えることにより、
推定精度を向上させる方式を確立。提案方式をシミュレーションにより評価し、有効性を確認。

・複数事業者間に渡るシステムと情報交換を行うシステムを実装し，検証を行った。

本システムの情報交換や情報集約による推定精度向上効果をシミュレーション評価し、有効性を確認。

Ｈ２０年度研究成果（目標達成度）

事業者X
事業者V

事業者G

事業者内
ネットワーク情報

品質情報

内部状態推定サーバ

品質解析端末

（２）（１）

複数ネットワーク経由で提
供されるネットワークやクラ
ウドのサービス群の品質を
分析するための基盤技術

目的：検出の難しいSilent Failureを効率的に検出し、事業者間でアプリケーションに応じた品質保証を実現
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提案方式
従来方式

【年次目標】

（ｲ-1） （ｲ-2）品質計測技術及び品質制御技術のシミュレーションによる性能評価 （日本電気）

（２）複数事業者間の品質保証技術に関する研究開発
イ）上位レイヤを考慮したセッション間品質計測・制御技術に関する研究開発（担当：日本電気）

Ｈ２０年度研究成果（目標達成度）

（２）

ルータ/スイッチ
フロー別サービス品質監視機
能検討・試作

オーバレイノード

クライアント

×フロー
劣化箇所

フロー劣化
箇所検出

従来方式の
限界 提案方式は

スケール

推定精度

0.1

1.0

10.0

0.1 1.0 10.0

実際のパケットロス率

推
定
パ
ケ
ッ
ト
ロ
ス
率

正解値 NetFlow型 sFlow型（補正あり）

Probe機能 品質解析端末

NetFlow型の
キャッシュ

１

２

１

２

３

１

１

１

NetFlowヘッダ1:52:23:1

統計情報が
挿入される

解析処理
統計情報のサマリ等

Probe処理の残り

ID パケット数
１ ５
２ ２
３ １

（１）

効果）
条件が制限されるが、
以下の効果を実現
（前年比）
・処理負荷の低下
・同等の精度

大規模複数ネットワークシステム間で品質情報を流通させ、

最適なパスを選択するシステムを実現

ブルームフィルタを用いて，統計処理の一部をプローブで実施し、

計測の処理負荷を抑える基本システムを提案

大規模複数ネットワークシ
ステム間で品質情報を流通
させ、ネットワークやクラウド
のサービスに最適なパスを
選択するシステムを実現

目的：論理オーバーレイNW群を構成し、セッションレベルの品質計測を効率化することで、外部環境の差異に影響されない通信品質制
御を実現

【達成状況】
これまで試作した品質計測/制御技術を実証実験網上で試験し、実用上十分な性能を持つことを検証
品質計測システムの処理負荷を抑える基本技術を提案し、シミュレーション評価を実施
品質制御システム上での劣化箇所切り分け技術の提案・実装検証
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ホームルータ相当
小型機器

エッジルータ相当
中型機器

攻撃トラフィック
ジェネレータ

正規トラフィック
成滅ノード

従来のTCP/IP
stack

適応型PF
TCP/IP

service card

line card

switch card

control card

line card

通信機能
適応化

高機能エッジルータ
高レイヤ機能拡張 PF

大規模環境
への適用

大規模環境適用機能

メニコアCPU
PE
PE

PE
PE商用

HW例

SW
構成例

並列部品構成
エンジン

 
 

 

H21年度前倒

ネットワ クやクラウドのサ
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Ｈ２０年度研究成果（目標達成度）

【年次目標】

（ア-1） 全系(監視・分析・制御)連携オペレーション技術の確立およびトラヒック監視機能の実用化に向けた評価改善 （ＮＴＴ）
（ア-2）全系(監視・分析・制御)連携オペレーションに向けた情報集約装置の連携検証および性能改善 （日立）
（ア-3） 全系(監視・分析・制御)連携オペレーションに向けたAPプローブの連携検証および商用品質システムの開発 （NEC）

【達成状況】

・全系連携オペレーション技術を北陸RCで検証すると共に、トラヒック監視機能も改善。さらにIETFで提案ドラフトをWGドキュメント化(NTT)
・情報集約装置の処理性能を改善、長時間運用に耐える蓄積処理の検討と実装を完了（日立）
・10Gbps商用品質の実現見込み、40Gbps大規模トラヒック監視システムの実証を完了（NEC）

（３）異常トラヒック検出・制御技術に関する研究開発
ア）大規模トラヒック監視技術に関する研究開発（担当：NTT、日立、NEC）

分析系監視系

i-TRACS: トラヒック制御装置

ネットワーク制御装置詳細分析装置広域監視装置

情報集約装置 フローメディエータ

制御系

ＡＰ分析装置

APプローブ ルータ制御装置

CR

ECR
(選択的sFlow)

SIP

ECR
(xFlow)

ECR
(NetFlow v9)

ECR
(NetFlow v9)

ER

ER

ER

直接被害者

巻き添え被害者

DDoS攻撃
加害者

DDoS攻撃加害者

正常
ユーザ

NWオペレーション装置(課題１等)

※ CR: Core Router, ECR: Edge Core Router, ER: Edge Router

(ア-3-1) APプローブ・10Gbpsインタフェース版の商用
品質システムの開発 （SIPトラヒック監視機能の開
発・検証）（NEC）

(ア-3-2) APプローブ・
40Gbps 処理実証
実験（NEC）

(ア-1-1) 全系連携オペレーション技術の 確立に
向けた各装置間インタフェース検証とオペレータ
向けインターフェース評価および改善 （NTT）

(ア-1-2) 実用化に向けたオペレーション視点から
のトラヒック監視分析装置の評価および改善

(フィールドトライアルを活用した評価など) （NTT）

(ア-1-3) トラヒック監視技術(次世代トラヒックフ
ロー監視技術）のIETF標準化活動 （NTT）

(ア-2-1) 全系連携オペレーションに向けた情報集
約装置(ローカルアラート機能)の個別評価

（日立）

(ア-2-2) 全系連携オペレーションに向けた集約・
蓄積機能の性能改善（日立）

(ア-3-3) APプローブ・
連携検証 （NEC）

・全系(監視・分析・制御)連携機能のオペレーション視点での検証
・各装置の実用化に向けた機能拡充

目的：大規模バックボーンにおいて段階的に異常トラヒックを絞り込み特定する技術の実現（NTT）
10Gbps級リンクでのネットワークサービスレベルのトラヒック監視技術の実現（日立）
10Gbps以上の高速インタフェースでのアプリケーションセッションモニタリング技術の実現（NEC）
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分析系監視系

Victim 
server

Operator
i-TRACS トラヒック制御装置

ルータ
制御装置

DDoS
attacker#1

DDoS
attacker#2

DDoS攻撃
軽減装置

ネットワーク
制御装置

選択的
sFlowルータ

i-TRACS
（隣接ISP）

分析装置
広域監視

装置

情報集約装置 sFlow 
Mediator

AP分析
装置

AP-Probe

DDoS攻撃
軽減装置

制御系

（３）異常トラヒックの検出・制御技術に関する研究開発
イ）異常トラヒックの検出・分析技術の高度化に関する研究開発 (担当:日本電気）

(ｲ-2-2) SIPトラヒックを対象とした異常トラ
ヒック分析検出システムの制御系との連携実
証（日本電気）

(ｲ-2-3)AP分析装置へのエンジン技術の
統合およびプラットフォームとしての性能
検証 （日本電気）

【年次目標】
（ｲ-1）H19年度までに、分割監視技術，差分トラヒック分析技術，および異常挙動ホスト特定技術を確立し、当初目標を達成したため、H20年度の

実施計画なし．成果は課題3-ア-1での評価実験に反映（担当：日本電信電話）

（ｲ-2）全系(監視・分析・制御)連携オペレーションに向けた相互接続・検証および実用化に向けたAP分析装置へのエンジン統
合と性能検証を行った。H21年度に予定の課題３－アのＡＰプローブと課題３－イの分析装置の連携検証は、規模を縮
小しH20年度に前倒し実施。また、H21年度に予定の分散監視機能の開発は、機能の確認規模を縮小しH20年度に前
倒し実施。 （担当：日本電気）

(ｲ-2-1) 監視系(課題3－ア-3)のAPプロー
ブ装置との連携動作検証（日本電気）

Ｈ２０年度研究成果（目標達成度）

【達成状況】

・StarBEDで生成したトラヒックを入力し、分析装置及び、課題3-アのAPプローブ、i-TRACSを結合したシステムの連携動作
を検証。また、エンジン技術の検証を実施した。

目的：10Gbpsクラスプローブからの情報に基づく異常トラヒックの検知・分析を、ホストアドレス特定のレベルで数十秒のオーダで
実現する
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Ｈ２０年度研究成果（目標達成度）

【年次目標】
ネットワーク管理システムからの規制要求をネットワークノードに設定する、ネットワーク制御装置、ルータ制御装置の単
体動作確認を行う 。

オペレータ

※ CR: Core Router, ECR: Edge Core Router, ER: Edge Router

分析系監視系

i-TRACS: トラヒック制御装置

ネットワーク
制御装置

詳細分析装置広域監視装置

情報集約装置 フローメディエータ

制御系

ＡＰ分析装置

APプローブ ルータ
制御装置

CR

ECR
(選択的sFlow)

ER

ECR
(xFlow)

ECR
(NetFlow v9)

ECR
(NetFlow v9)

ER

ER

ER

直接被害者

巻き添え被害者

DDoS攻撃加害者

正常
ユーザ

NWオペレーション装置(課題１等) (ｳ-2-1) 連携検証
－i-TRACSシステムとの連携検証

制御系の単機能評価

（３）異常トラヒックの検出・制御技術に関する研究開発
ウ）異常トラヒックの制御技術の高度化に関する研究開発 ウ）－２ 高速パケット処理技術の研究開発 （担当：日立製作所）

(ｳ-2-2) ネットワーク制御装置
－ロールバック処理の指示機能実装によるエラー処

理の高度化。
－ネットワーク情報管理機能を実装によるネットワーク

トポロジに柔軟に対応できるインタフェース確立。

(ｳ-2-3) ルータ制御装置
－ロールバック処理の実行機能実装によるエラー処

理の高度化。
－ノードの設定情報取得する機能を実装によるネット

ワークトポロジに柔軟に対応できるインタフェース
確立。

【達成状況】

（ｳ-2-1）H19年度開発分について連携検証実施し、機能動作に問題がないことを確認した
（ｳ-2-2）現在、実装機能について評価中。今年度目標を達成の見込み
（ｳ-2-3）現在、実装機能について評価中。今年度目標を達成の見込み

目的：10Gbps以上の高速インタフェース環境においてトラヒックの制御処理を行う高速パケット制御技術の実現


